第３号様式別紙（その５：電子マニフェスト普及促進支援事業）

１　補助事業の成果
	電子マニフェスト普及促進
	事業所
所在地
	

	
	実施
内容
	電子マニフェスト基本料
	補助対象経費（費用（税抜））

	
	
	□処分業者分　※Ａ料金のみ
□１年分　　
　　□月割り(　ケ月分、　月～　月)

□収集運搬業者分
□１年分　　
　　□月割り(　ケ月分、　月～　月)
	円

	
	
	電子マニフェスト導入等のための費用
	補助対象経費（費用（税抜））

	
	
	(事業の内容：    　　　　　　     　)
(数量：　　　　                　   ) 　
(単価：　　　　　　　　　　　　 　  ) (その他：　　  　　　　　　　　 　  )
	円

	
	
	補助対象経費計
	円

	
	実施
期間
	事業着手（購入申込、発注時期）　　　　　　　　　年　　月　　日
事業完了（納品、全額支払完了時期）　　　　　　　年　　月　　日

	成果物の内容及び見込まれる効果(今後の活用法でも可)
	

	添付書類
	【電子マニフェスト基本料】
①　電子マニフェストの加入手続完了が完了したことを確認できる書類
②　費用の内訳がわかる書類（領収書、振込通知書、請求内訳書等）

【電子マニフェスト導入等のための費用】
①　電子マニフェストの加入手続完了が完了したことを確認できる書類
②　購入した物品の内容がわかる書類（納品書の写し、物品の写真等）
③　費用の内訳がわかる書類（領収書、振込通知書、請求内訳書等）




２　事業者に関する事項　※電子マニフェスト導入等のための費用の場合のみ記入
	
	優良産廃処理業者の認定
	補助率

	
	認定あり
	１／２

	
	認定なし
	１／４




	　　
	交付申請日から遡って５年以内(５年以内に新規に許可を取得した場合は、その許可日から交付申請日まで)において、廃棄物処理法に定める特定不利益処分を受けたことがない場合、左の□に✔を入れてください。



３　補助事業に係る収支の状況
	収　入
	支　出

	区　分
	金　額
	区　分
	金　額

	当該補助金
	円
	費用
	円

	申請者の自己資金
	円
	
	円

	借入金
	円
	
	円

	合　計
	円
	合　計
	円



４　実支出額に関する事項
	項 目
	記 入 欄

	他の補助金等の申請
	
	当該事業を対象とした他の補助金等を申請していない。
（申請していない場合は、左□に✔を入れてください）



５　県が行う調査への協力
	県が当補助金の活用による効果等を把握するために、後日、実施する調査に協力します。
　　　　　年　　月　　　日　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
調査用紙送付用メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　



